
団体
名称

所管所属
名称

評価実施
年度

評点 評点

① ２～４ 1

② ２～４ 1

③ ２～４ 1

④ 全体 1

⑤
５

５－２ 0

① ７ 1

② ７ 1

③ ８ 0

④ ８ 0

⑤ ９ 0

① １０ 1

② １２ ▲ 1

③ １０ 1

④ ５－２ 1

⑤ 全体 0

① ４、８ ▲ 1

② １１ 1

③ １１ 1

④ １２ ▲ 1

⑤ １２ 1

評点の集計結果等

基準点※2 評点 評価点数

① ② ①＋②

１　県関与の必要性 5 4 9

２　経営体制 5 2 7

３　財務状況 5 2 7

４　県からの支援 5 1 6

※2「基準点」は、超えていな
ければ、その評価の視点は改善
が望まれる状態を意味する点数
で、団体の強み、弱みを把握し
て改善を図る際に、参考にして
もらうことを期待しています。

所管所属による評価

説明又はコメント※1 説明又はコメント※1

１
　
県
関
与
の
必
要
性

当初の目的を踏まえつつ現在において必要性
を問い直してもなお、出資又は出捐関係を維
持する意義

  1点：意義が大きい。
  0点：意義が大きいとは言えない。
▲1点：意義がない又は乏しい。

類似団体や民間団体などの他の担い手が存在
している場合においてもなお、出資又は出捐
関係を維持する意義

評
価
の

視
点

評価項目 評価配点
調査票
該当
番号

団体による評価

県が自ら施策を実施することその他の事業手
法と費用対効果を比較して、出資又は出捐関
係を維持する意義

  1点：意義が大きい。
  0点：意義が大きいとは言えない。
▲1点：意義がない又は乏しい。

将来見通しを踏まえた、現状の県関与の必要
かつ妥当な水準・方法

  1点：水準・方法の維持や拡大が適当である。
  0点：水準・方法の縮小や拡大、見直しを検討中である。
▲1点：水準・方法の廃止検討や縮小、変更を行っている。

公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る評価シート
【公益法人用】

※1【説明】は評点をつけた側が理由等を記入し、【コメント】は評点をつけた側の採点結果及
び説明を受けて評点をつけていない側が所見を記入しています。

  1点：意義が大きい又は類似団体等は存在しない。
  0点：意義が大きいとは言えない。
▲1点：意義がない又は乏しい。

県が定めた関与方針（策定済みであれば経営
健全化方針を含む）に沿った取組

  1点：概ね順調に進捗している。
  0点：進捗していない部分がある。
▲1点：主要な部分が進捗していない。

総合企画部国際課
商工労働部経済政策課

令和5年度
（公財）ちば国際コンベンション
ビューロー

２
　
経
営
体
制

「理事会等の開催・運営」や「財務諸表等の
作成・公表・備置」の法令等に基づいた適正
な実施

  1点：義務を超えて行っている。
  0点：義務の範囲内で行っている。
▲1点：義務を守れていない部分がある。

「監査」の法令等に基づいた適正な実施
  1点：義務を超えて又は外部的な監査を行っている。
  0点：義務の範囲内で行っている。
▲1点：義務を守れていない部分がある。

役員（監事・監査役を除く）への民間人材等
（民間人材及びプロパー）の起用

  1点：経営責任者に民間人材等を起用している。
　0点：経営責任者ではないが民間人材等を起用している。
▲1点：民間人材等は起用していない。

人員体制の将来見通し
  1点：課題は見当たらない。
　0点：将来的な課題がある。
▲1点：5年以内に対応すべき課題がある。

中長期的な経営計画や達成目標となる指標の
達成状況

  1点：概ね達成できている。
　0点：達成できていない部分がある。
▲1点：策定していない又は主要な部分が未達成である。

【コメント】
　当財団は基本財産の60％以上が県の
出捐金であり、設立当初より県と一体
的に公益事業を行ってきた。県以外に
も、関係市や関連企業等からの派遣職
員を通じて、広く各団体と連携し活動
している。
　また、プロパー職員は長年蓄積し
た、ノウハウ・人的ネットワークを活
かし、MICE誘致に大きな役割を果たし
ている。
　国際交流及び多文化共生の各事業に
ついては、本県における中核的な国際
交流等組織として地域における国際交
流促進等に大きな実績を上げてきてい
る。
　一方、主な自主財源については、賛
助会費の減少傾向が続いている。ま
た、基本財産運用益についても国債・
地方債の利回りの低下により増加が見
込めない状況である。
　このため、事業の継続的かつ安定的
な実施のためには、引き続き県の関与
が必要な状況となっている。

【説明】
　今後本県でも人口減少が予測される
中、経済発展を維持するためには、
MICE誘致等外国からの来訪促進が欠か
せない。また、在住外国人数の増加に
より、一層多文化共生社会の実現に向
けた取り組みが求められている。この
ような社会経済情勢下において、財団
の取り組みは現在も設立当初以上の意
義がある。
　改革方針に基づく取組状況として、
地域日本語教育推進事業委託の開始な
ど国際交流や多文化共生に関しては順
調に進捗している。
　しかし、新型コロナウイルス感染症
の影響により、会員数の増加などの自
己財源の拡充は困難であったことか
ら、今後、経済活動の回復に伴い、取
り組みを強化していく必要がある。

【コメント】
　理事会等の開催や、財務諸表等の作
成・公表等は法令に基づき適正に行わ
れており、決算については監事による
監査に先立って、予備監査として公認
会計士に法定外の監査を受けている。
　役員については、出捐団体である行
政機関・民間企業等の役職者に理事と
して就任いただいているが、経営責任
者については行政機関における手続き
に精通し、県と強固なネットワークを
有することが求められる。
　人員体制については、一部業務では
十分な職員を配置しきれていないた
め、職員の増が必要である。
　このような体制の中で「ちば国際コ
ンベンションビューロー第６次中期計
画」を策定し事業を進めているところ
だが、新型コロナが事業実施に与える
影響が極めて大きく、目標を下回る取
組状況となっている。

【コメント】
　理事会等の開催や、財務諸表等の作
成・公表等は法令に基づき適正に行わ
れている。
　役員については、出捐団体である民
間企業等の役職者が理事として就任し
ている。
　中長期的な計画については、新型コ
ロナウイルス感染症の影響もあり、
MICE開催件数等の指標が達成されてい
ない。
　事業に持続的に取り組んでいくに当
たり、適切な人員規模や必要な人材の
確保など長期的な視点で人員体制等に
ついて検討していく必要がある。

３
　
財
務
状
況

債務超過の状況
  1点：直近3年間はいずれも債務超過ではない。
  0点：直近3年間に債務超過の年度があった。
▲1点：直近の決算は債務超過である。

収入全体の状況
【公益法人用の評価項目】

  1点：事業継続に必要な収入は確保できている。
  0点：将来的な課題がある。
▲1点：5年以内に対応すべき課題がある。

基本財産の状況
【公益法人用の評価項目】
※繰越損益相当額がマイナスの場合、対前年
度比で改善0点、同額又は悪化▲1点

  1点：直近3年間はいずれも減少していない。
  0点：直近3年間に減少した年度があった。
▲1点：直近の決算は減少した。

経営健全化の必要性
  1点：経営健全化方針の策定要件に該当しない。
  0点：要件に将来的に該当する可能性がある。
▲1点：要件に該当する。

財務状況の将来見通し
※経営健全化方針を策定している団体は、
現時点の中長期的な収支予測比で、上回る
1点、概ね予測どおり0点、下回る▲1点

  1点：課題は見当たらない。
　0点：将来的な課題がある。
▲1点：5年以内に対応すべき課題がある。

【説明】
　県内地方公共団体や民間企業等の出
捐により21億円超の基本財産を有して
おり、取崩し等も行われていないた
め、当面債務超過となる見込はほぼな
い状況である。
　しかし、財団における主たる自主財
源である賛助会費や基本財産運用益が
減少する中で、運営資金である預貯金
も減少が続いており、資金繰りの悪化
により令和7年度～8年度において手元
資金が不足することが懸念されてい
る。
　このため財務状況の改善が必要だ
が、新型コロナウイルス感染症の影響
による賛助会員の業績悪化に伴う会費
収入の減少や、超低金利政策による基
本財産運用益の減少等で財務状況の悪
化が進んでいるため、財務状況の改善
に向けた検討を進める必要が生じてい
る。

【説明】
　総務部に2名の現職派遣を受けてい
る。
　当財団は基本財産の約61％において
県の出捐を受けて存立している団体で
あり、補助金や受託事業等、収入にお
いても多くが県の財政支出に基づくも
のとなっている。
　このため、県の意向・動向を捉えた
上で補助金制度の活用や県事業の受託
を行うことが必須となっており、運営
における県の関与が極めて重要なもの
となっている。
　また、役員を含め40名に満たない小
規模な団体であり、人的資源も限られ
ることから、県の職員が中立的な立場
から関与することが組織運営に欠かせ
ない状況となっている。

【コメント】
　県内地方公共団体や民間企業等の出
捐により21億円超の基本財産を有して
おり、取崩し等も行われていないた
め、当面債務超過となる見込はほぼな
い状況。
　しかし、自主財源に減少が見られる
ことから、新たな財源確保も図るとと
もに、県と連携しつつ、収支構造の改
善を図っていく必要がある。

　団体の活用方法の見直しや新たな財源確保について課題があり、問題がないとは言い難い。関与方針に基づき団体と県で
連携して経営改善を進め、引き続き、団体の設立目的や県が関与している意義に沿った事業展開を図っていただきたい。
　なお、県が給与等を負担する人的な支援を受けていること、運営費補助を県から受けていることについては、団体の特殊
性を踏まえると、現時点ではやむを得ないものと考える。

評点の集計結果のレーダーチャート

総務課による総括コメント

評価の視点

４
　
県
か
ら
の
支
援

【コメント】
　経営難や赤字補填を目的とした県か
らの財政的な支援は行われていない。
　県の施策方向に合わせた財団運営を
行う必要があり、県と連携を密にする
必要があることから、県職員の派遣が
必要である。
　また、県が支援を行わないと人員が
不足する。

運営費補助や赤字補填等を目的とした県から
の財政的な支援の状況

  1点：直近5年間には受けていない。
  0点：直近5年間で受けた年度があった。
▲1点：直近の決算で受けていた。

経営難を理由とした県の追加出資又は出捐の
状況

  1点：直近5年間には受けていない。
  0点：直近5年間で受けた年度があった。
▲1点：直近の決算で受けていた。

経営難を理由とした県による損失補償等の状
況

  1点：0円又は対前年度決算比で減少が10％超である。
  0点：対前年度決算比で増減が10％以内である。
▲1点：対前年度決算比で増加が10％超である。

経営難を理由とした県からの借入金残高の状
況

  1点：0円又は対前年度決算比で減少が10％超である。
  0点：対前年度決算比で増減が10％以内である。
▲1点：対前年度決算比で増加が10％超である。

県からの人的な支援の状況
  1点：人的な支援は受けていない。
  0点：人的な支援を受けている。
▲1点：県が給与等を負担する人的な支援を受けている。

9

7

7

6

１ 県関与の必要性

２ 経営体制

３ 財務状況

４ 県からの支援

評価点数

基準点※2


